
千葉市監査委員告示第１２号 
              
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第９項の規定により千葉市長から

通知がありましたので、同項の規定により次のとおり告示します。 
   

平成１６年１０月２６日 
                 千葉市監査委員  小 川   清 

                 同        大 島 有紀子 

                 同        佐々木 久 昭 

同         田 幸 一 
  

文書番号１６千監第１１号「千葉市職員措置請求」 

監査の結果 

【勧 告】 
本件工事のうち、課徴金納付命令の対象となった土木工事１４３件、ほ装工         

事７７件について、損害額を算定し、平成１６年１０月３１日までに損害賠償請

求を行うこと。 
 

 

講じた措置 

  監査委員より勧告のあった公正取引委員会が課徴金納付命令の対象とした契約につ

いて、不当な取引制限行為により本市が被った損害額を以下のとおり算定し、損害賠
償請求を行った。 

 
１ 請求日 

   平成１６年１０月２６日 
２ 請求内容 

 （１）損害賠償金及びこれに対する遅延損害金を平成１６年１２月２４日までに支払      

うこと。 
 （２）損害賠償金 土木１，５８８，４２７，７９３円 
         （うち財団法人千葉市都市整備公社（以下「公社」という。）委託事

業分５６，７８８，７１８円） 
          舗装３１１，９８１，３２５円 
   公正取引委員会が独占禁止法に違反する行為があったと認定し、課徴金納付命令    

の対象とした案件の契約金額と、適正な競争が行われた場合に推計される各案件の

適正契約金額との差額相当額。 
   適正契約金額は、適正な競争が行われた場合の落札率を土木９２．９７%、舗装

９３．６２%と推計し算出した額である。 
   なお、公正取引委員会の課徴金納付命令の対象となった案件の平均落札率は、土



木９９．０５％、舗装９８．９０％であり当該落札率と適正落札率との差は土木 
  ６．０８％、舗装５．２８％である。 
 （３）請求件数 
   土木２６１件、舗装１２６件 
（４）遅延損害金 
   本市発注の工事については各工事の竣工払い日の翌日から、公社発注の工事につ

いては本市が公社に各工事の委託料を支払った日の翌日から、損害賠償金支払済

の日までの日数に応じ民事法定利率年５%の割合を乗じて計算した額とする。 
３ 請求先 
  実社数７８社（土木６８社、舗装５３社） 
 


